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1. エコシステム研究から見た地方創生

2. AI・データ利活用とガバナンスから見た地方創生

3. 住民のWell Beingに資する地方創生の施策とは

4. データ利活用のプラットフォーム

アジェンダ

2025/2/19 T.Watanabe 2



• AIの飛躍的進歩（データ分析を活用したサービスやAIガイド、
住民対応や書類作成でも活用）→ 日本は抜きんでてAI活用
に積極的ともいわれる

• レベル4の自動運転開始→2025年1月9日、塩尻市内の一般
道で運転者を必要としない自動運転車システム「レベル4」の
運行認可をうけたのは東大系スタートアップ（2024年11月ひ
たちBRT レベル4認可も東大系スタートアップ）。

• 同様レベル４茨城県初の認可となった先進モビリティ（瀬川雅
也社長）が開発した自動運行装置に対して、自動運転「レベ
ル４」（特定条件下における完全自動運転）が可能な車両装
置として、道路運送車両法に基づいて認可した。。

• 移住・定住促進の強化と関係人口の増加と多様化、拡大する
事業承継のニーズ

• 訪日外国人観光客（インバウンド）が好調（ここでもAI活用）

• これら地域で新規事業を担うのは多くはスタートアップ

→ DX（データとAI活用）と多様性のあるエコシステムが地方創
生のキーファクターになるのではないか

地方創生の文脈で注目すべき最近の報道
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Ecosystem Definition
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An ecosystem is a system consisting of biotic and abiotic 
components that function together as a unit. The biotic 
components include all the living things whereas the 
abiotic components are the non-living things.
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トロントとウオータールー（人口13万人、隣接のキッチナー25
万）のエコシステムは支援者ネットワークの観点では一体化して
おり、AIスタートアップの集積がみられる

トロント周辺のスタートアップの集積と支援者ネットワーク

出典：福嶋他



ウオータールのエコシステム形成へ寄与した組織

ウオータール―大学とRIM（現Blackberry）
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スタートアップ等へのインターン（Co-op プログラ
ム）やスタートアップ創出のための知財ポリシーが
特徴的 https://uwaterloo.ca/future-students/co-op

RIMからのスピンオフ企業
（東北大福嶋教授によるDiscussion Paper 「アンカー企業喪失後のスピンアウトの出現：
既存事例のレビュー」より引用

https://uwaterloo.ca/future-students/co-op


アンカー企業の概念

アンカー企業とは、特定の地域や業界にお
ける新興企業の成長と発展を促進する上で
中心的な役割を果たす、大規模で実績のあ
る組織であり、若い企業が成長するために
不可欠なリソース、サポート、ネットワー
クを提供する

• テキサスオースティンにおけるIBM

• カナダウオータール―におけるブラック
ベリー

• フィンランドのノキア

• ・・・・・・・・・

→スタートアップを支援するのみでなく自
ら多くのスピンオフを生み出している
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Gupta, R. R. (2020). "Does Goliath Help David? Anchor Firms and Startup Clusters." U.S. Census Bureau, Center for Economic Studies, Working 
Paper No. CES-20-17.
Spigel, B., & Vinodrai, T. (2020). "Meeting its Waterloo? Recycling in Entrepreneurial Ecosystems after Anchor Firm Collapse." Entrepreneurship & 
Regional Development, 33(7-8), 599-620.
Karlsen, J. (2013). "The Role of Anchor Companies in Thin Regional Innovation Systems: Lessons from Norway." Systemic Practice and Action 
Research, 26(1), 3-23.
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トロントのスマートシティ構想

• グーグルの子会社で、都市開発とテクノロジーを掛け合わせた領域におけ
る課題解決・サービス提案などを行うサイドウォーク・ラボが落札し、2019年
6月にマスター・イノヴェーション開発計画（Master Innovation Development 
Plan：MIDP）がリリース

• 安価な住宅供給やより環境にやさしいエネルギー・インフラの構築、新たな
交通インフラの整備といった要素が盛り込まれており、都市のあらゆる公共
空間（場合によっては私有施設含む）に関する情報（アーバン・データ）の活
用といったデジタル・イノベーションが、この開発構想の主軸

• MIDPでは、アーバンデータの収集に関する透明性の確保や、プライバシー
保護に関する法令遵守に関する計画が描かれているものの、グーグルとい
うビッグ・テックが都市開発と市民のデータ収集に大きな影響力を持つこと
に関しては、批判と懸念の声が高まった。

• ビッグ・テックの事業モデルに対する、世論の懸念や不信の高まりという背
景は、このスマートシティ構想に対する懐疑的な声をより拡大させたとされ
る。

• ガーディアンの記事では、米国のVC投資家ロジャー・マクナミー（Roger 
McNamee）は、このトロントのスマートシティ構想は、監視資本主義
（surveillance capitalism）だとし、市議会に抗議の書面を送ったと報じている。

• サイドウォーク・ラボの計画は、2020年5月に撤回された。

• 「新型コロナウイルスのパンデミックがもたらした過去に類を見ない経済の
先行き不安定」が撤回の理由であるとのことだ。
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調査期間：2020/12/15～2020/12/17
⇒依頼数1623 有効回答数1088 回収率67.0%

 厚生労働省やCOCOAに対する不信感や、COCOAに対する誤った知識（個人情報
を取得して政府に提供するなど）はダウンロードを阻害する要因となりえる

 コロナ感染症に対する懸念やリスクに加え公益貢献の意識はCOCOAのダウン
ロードを促進する
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デジタルデータ提供の懸念点
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このバランスは地域環境によっても異なる
（例えば過疎化はデータ利活用の受容性を高めるかもしれない）
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スマートシティデジタルガバナンスのポイント
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日立東大ラボにおけるデータガバナンス研究の経緯

• 2021年度 柏の葉スマートシティのデータ利活用などについて現地ヒアリングを
実施するとともにスマートシティ全般に関わる、国内外のデータルールに関する
調査を行った。この結果をもとにデータガバナンスの方針について検討を行った

• 2022年度 政府等の方針やガイドラインを踏まえ、スマートシティデータガバナ
ンスガイドラインの作成に着手

• 2023.03.24 政策提言No.20 データガバナンス研究ユニット「スマートシティデー
タガバナンス ガイドライン―スマートシティ実装におけるデータ利活用の考え
方」を発表

• 2023年 スマートシティのデジタルガバナンスにおけるWell Beingの位置づけを
検討開始

• 2024年3月 OECDと連携した国際シンポジウム「Well Beingとスマートシティ」
を開催開催

• 2024年7月 データガバナンスガイドライン改訂版発表（Well Beingのコンセプト
をガイドラインに導入）

• 2024年度 研究テーマについては、スマートシティデジタルガバナンスに加えて
スタートアップエコシステムのスマートシティにおける役割の観察に拡大（9月以
降本テーマにおけるOECDとの議論を開始）

• 2024年11月 ハイブリッドシンポジウム「Well-beingに向かう産業エコシステム
創生」～スタートアップエコシステムとスマートシティーをみる多様な視点～を
開催 OECD, Temasek Fundation, UNIDO, WEFG20スマートシティアライアンス
および国内団体として、東京都、渋谷区と一般社団法人WE ATなどが参加

→ スマートシティ、Well Being、デジタルガバナンスとスタートアップエコシステ
ムの関係についてのフレームワークを提案
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スマートシティデータガバナンスガイドライン
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https://ifi.u-tokyo.ac.jp/news/15281/

被観測者の概念

ガイドラインに関して自治体等のスマートシティに関する様々なステイクホルダーと意見交換を行うなかで、実際に自治体のスマートシ
ティの取り組みを担っているのはスタートアップが多いこと、今後AIなどの利用も多くはスタートアップが担うことが予想されることを
認識し、普及活動の対象にスタートアップを考慮
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ガイドライン普及活動の例（カナダ政府と連携したスタートアップ向けイベント）
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経営資源の小さなスタートアップが、ガイドラインの記載内容をフルス
ペックで実施することは難しい→優先順位をどう決めていくのかが重要
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• 多くの政府や都市でスマートシティをビジョンとして掲げ、その施策として人間中心、Well Beingを実現する
ためのデジタル技術の活用がうたわれている

• これらの観察結果を受けて、データガバナンスWGとしては、スマートシティにおけるデータガバナンスに着
目し、人間中心のよりよいWell Beingのために行うべきデータガバナンスのガイドラインの策定に取り組んでき
た

• 同時に多くの政府や自治体で、スマートシティにおいて事業を行うスタートアップエコシステムの振興を政策
として掲げておりスマートシティの機能を担う事業者もスタートアップが多い

• 近年このようなスマートシティにおけるデジタル技術とスタートアップエコシステムとの関係についても研究
が行われており（Luiz Márcio Spinosa et.al.(2020), A Hajikhani（2020）,V Rudloff（2018））、スタート
アップエコシステムとスマートシティの共生関係やデジタル技術のかかわりが示されている

• 他方これらのそれぞれの概念それぞれの定義も多様であり、相互の関係性について明確になっているという訳
でもない

• 他方、自治体におけるスタートアップ支援の取り組みが、どのようにしてスマートシティに結実するのか、あ
るいはWell Beingに貢献するのかなどの整理が必ずしもなされていない（東京都、渋谷区など）

• Well Beingを実現するスマートシティにおいて、デジタル技術とスタートアップエコシステムがどのように貢
献するのか、また関係するのかについて議論することが重要ではないか

16

デジタルガバナンスとスタートアップエコシステム

Luiz Márcio Spinosa and Eduardo M. Costa(2020)Urban Innovation Ecosystem & Humane and Sustainable Smart City: A Balanced Approach in Curitiba

A Hajikhani - Smart Cities, 2020 - mdpi.com Impact of entrepreneurial ecosystem discussions in smart cities: Comprehensive assessment of social media data

V Rudloff The Relation between Smart Cities and Innovation Ecosystems 2018 - academia.edu
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Well Beingのための産業創成
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Well Beingの軸とエコシステム促進の2軸上でWE AT 
Challenge,Temasek Liveability Challenge,デジタルガバナンス、
渋谷区の取り組み、東京都の取り組みなどの事例を検討
（次ページ）
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Rudiger Ahrend Head of Division, OECD Centre for 
Entrepreneurship, SMEs, Regions & Cities

Rudiger Ahrend “How do / can enterprises and industrial ecosystems affect well-being”

https://www.oecd.org/en/publications/how-s-life-2024_90ba854a-en.html
https://www.oecd.org/en/publications/how-s-life-2024_90ba854a-en.html
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Well-being Negative

Ecosystem Accelerator

Ecosystem Obstacles

A

B

C

Well-being Positive
Housing, Income, Jobs, Community, Education, Environment, Civic Engagement, Health, Life Satisfaction, Safety, Work-Life Balance
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Functions required for 
smart cities

Diverse approaches with foundational principle (including 
the use of digital)

Smart City

スマートシティのダイナミックな定義？
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今後の課題「Well beingを実現するためのエコシステム創生方法の探索」

• Rudiger Ahrand は、Enterprises and Industrial ecosystems がwell being に結び
付くためのレバーとして10項目（Institutions, Culture, Infrastructure,
Networks, Markets, Finance, Knowledge, Talent, Leadership, Intermediate 
Services）をあげている

• しかしこの整理はエコシステム発展を主眼としたもので、Well Beingとの関係は
さらに検討が必要

1. この10のレバーそれぞれについてWell Beingとの関係づけを再検討のうえ要
素を加味する検討を行うこと

2. そのうえで実際の都市において10の項目の評価を行う
3. 特にInstitutions, Network, Finance, Knowledge,Talentについては従来実施し

てきた研究手法（制度分析、デジタルアーキテクチュア、SU投資額の評価、支
援者ネットワークの分析、産学連携の分析など）を生かして評価

→ これらを日本の地方都市に適用し、OECDとともに評価を試みることで当事者
にとっての有益な指針になるのではないか
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地方都市での分析における留意点

→規模の小さい地方都市にフレームワークを適用する場合、大都市とは異なる
いくつかの相違点を考慮する必要がある
①一般的には小規模都市のスタートアップの誘致が困難であるが、大学や企業
（アンカー企業）などスタートアップの核になる組織が存在する場合は小規模
なスタートアップエコシステムが形成される事例がある（慶応義塾大学鶴岡
キャンパス先端生命科学研究所のスピンオフスパイバーの事例など）
③大都市では職住は地理的には分離していることが多いが、地方では職住の関
係がより近接（都市ではスタートアップの従業員がその地域に住んでいるとは
限らない）→従来我々が大都市で行った検討では「住」は見ていない
④過疎地域の方がデジタルデータの受容性が高まる可能性がある（未発表質問
票調査）→むしろ小規模地方都市においてはより踏み込んだデータ活用の可能
性がある
※これらを加味し、日本全体のスタートアップエコシステム振興の政策との連
携も視野に研究を進めたい
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1. エコシステム研究から見た地方創生

2. AI・データ利活用とガバナンスから見た地方創生

3. 住民のWell Beingに資する地方創生の施策とは

4. データ利活用のプラットフォーム → 美馬氏より

アジェンダ
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関連する最近の発表

• Japan S.Ito,D.kanama, N.Tarutani, Y.kaga, T.Watanabe”Startups’ rapid internationalization and 
sales growth: A survey in ISPIM CONNECTS OSAKA & IMS SUMMIT KANSAI UNIVERITY’S UMEDA CAMPUS 2024
年12月2日

• Kanama, D., Ito, S., Muranaka, S., Watanabe, T.“Investigating the Effect of Diversity on 
Innovation Performance;An Empirical Research on the Relationship between Career Education Age 
Diversity of Start-Up Founders Business Growth”Journal of Human Resource Sustainability Studies 
2024年11月

• 伊藤伸, 金間大介, 渡部 俊也, 樽谷範哉, 加賀悠介, 村中さくら「国内スタートアップの国際化と企業成⻑
に関する要因分析 -エコシステムの形成と発展を⽬指して-」東京大学未来ビジョン研究センター ワーキン
グペーパー No.33 2024年9月

• 平井祐理, 立本博文, 生稲史彦, 渡部俊也「デジタル時代における組織能力とその醸成～組織プロセスの中
でのデータの価値転換～」経済分析 209 44-69 2024年4月

• 日立東大ラボ 編著『Society 5.0のアーキテクチャ 人中心で持続可能なスマートシティのキーファクター』
日経BP 日本経済新聞出版（第６章データガバナンス執筆）2023年12月

• 伊藤伸, 西方祥平, 渡部俊也「リモートワークの主観的パフォーマンスと上司・同僚とのリアルな交流経験
の関係東京大学未来ビジョン研究センター ワーキングペーパー ｜ No.25 2023年7月

• 福嶋路, 渡部俊也「AI産業のアントレプレナー・エコシステム ウォータールー・トロント(WT)と本郷との比
較」東京大学未来ビジョン研究センターワーキングペーパー 2023年3月

• 渡部俊也, 平井祐理「データ提供における懸念点と公益貢献意識効果の影響: COCOA 利用に関する質問票調
査から」日本知財学会誌 18(3) 29-38 2022年3月
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https://researchmap.jp/toshiyaW

最新のスライドの置き場
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ディスカッション

• Well Beingを目指すエコシステム形成におけるデジタルプラットフォームの
在り方

• 新たなスマートシティの定義

• アンカー企業の役割と条件

• アンカー企業と連携する大学の役割

• その他
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スマートシティデータガバナスガイドライン
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データの流れ

通常のデータプラットフォームの範囲

上流関与者 第三者提供先データ提供者 データ利用者

A　上流関与者の利害・
関心は適切に対処され
ているか

B　取引相手は契約を
交わした相手か

C　データ利用者のデー
タの利用目的は適切か

D　データ利用者からの
データの第三者提供先
は適切か

E　第三者提供は適切
な目的・様態でデータを
利用しているか　第三
者適用先からのデータ
提供範囲は適切か

ー

データ取引
プロセスの
工夫

データ提供者による表
明保証とデータ利用者
による表明内容の確認
を実施

被観測者またはデータ
提供者とデータ利用者
の間で真正性を互いに
確認

データ利用者が第三者
提供先のガバナンスを
管理・監督

ー ー

認定・認証
の活用

ー ー認定・認証取得をPFへの参加要件化

ー

技術的手段
（ITの利用）

確認事項

データ利用者から被観測者やデータ提供者への
確認事項

被観測者やデータ提供者からデータ利用者への確認事項

データ利用条件（利用目的・第三者提供先等）に
ついてデータ利用者は明示的な提示・説明を実
施。包括的な利用条件を提示する場合は、その
旨の明確な説明を実施

スマートコントラクト・アクセス制御技術活用

来歴記録・管理技術活用

Toshiya Watanabe 282025/2/17

プラットフォームのデータガバナンス（デジタル庁2023）
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AI事業者ガイドライン
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https://we-at.tokyo/camp/

アンカー企業になるための人材育成

【参考】
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1959年東京都生まれ、1984年に東京工業大学無機材料工学専攻修士課程を修了。その後、民間企業（現TOTO）を経て、1994年
に同大学無機材料工学専攻博士課程修了（工学博士）。1998年東京大学先端科学技術研究センター客員教授、2001年からは同セ
ンター教授。東京大学執行役・副学長、未来ビジョン研究センター副センター長、産学協創推進本部本部長、工学系研究科技術経
営戦略学専攻教授などを務める。2024年11月現在、未来ビジョン研究センター教授、東京大学副学長、安全保障輸出管理支援室
長、総括責任者、および東京科学大学、研究イノベーション本部教授、副学長（スタートアップ担当）

1990年代以降従事した材料科学系の研究では、セラミック静電チャック（静電気学会進歩賞）や光励起超親水性の研究
（Innovation in Real Material Awards受賞）などに従事し、300以上の特許出願を行った（恩師発明賞等を受賞）。

2000年代以降は社会科学系の研究に転じ、知的財産政策とマネジメントに関する実証分析やケーススタディーなどを通じて、知的
財産政策、イノベーション政策や技術経営の分野で、国内外研究論文や書籍を多数執筆。あわせて論文164篇、書籍９件（日経Biz 
Tech 賞等）、講演276件, h-index 43。また未来ビジョン研究センターにて責任者として政策提言としてまとめたもの9件（知的財
産、産学連携、スタートアップ、デジタルデータおよび経済安全保障関係）。

一般社団法人日本知財学会理事（会長）をはじめ、政府の知的財産戦略本部員および構想委員会座長、経済安全保障分野における
セキュリティ・クリアランス制度等に関する有識者会議座長、内閣府AI時代の知的財産制度検討会座長、AI事業者ガイドライン検
討会座長、NEDO部会長、経済安全保障法制に関する有識者会議など多数の政府審議会等における座長・委員長を務めるほか、国
際機関としては、G７Security and Integrity of the Global Research Ecosystem(SIGRE) Working Group委員を務める。公益団体
としてGreater Tokyo Bio Community 副会長、一般社団法人ＡＩデータ活用 コンソーシアム理事・副会長、日本経団連21世紀政
策研究所研究主幹 などに従事。

担当した講義科目は知的財産経営およびInternational IPR Management（英語）などに加えて企業向けのエグゼクティブスクール
プログラム（戦略タスクフォースリーダー養成プログラム）、企業プロジェクト向けのアクセラレ―ションプログラム（社内起業
家養成カリキュラム）を主催。

業績の詳細はhttps://researchmap.jp/toshiyaWを参照。

Toshiya Watanabe

渡部俊也 略歴
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Thank you for your attention！

https://researchmap.jp/toshiyaW


